審査の対象及び手続
この意見書は、地方公営企業法（以下「法」という。）の財務規定等の適用を受けて経営する平成19年度における大阪府地域整備事業会計及び大阪府まちづくり促進事業会計の決算に関するものである。

審査に当たっては､総勘定元帳､関係諸帳簿､証拠書類等について照合し､経理は計数上誤りなく適正に処理されているか、また、経営成績及び財政状態は正しく表示されているか等に重点を置き､定期監査及び例月現金出納検査の結果をも参考にして検証を行ったほか、常に企業の経済性を発揮するとともに､その本来の目的である公共の福祉を増進するような運営が行われているかについて審査を行った。
審査の結果
審査に付された平成19年度大阪府地域整備事業会計及び大阪府まちづくり促進事業会計の決算報告書及び財務諸表は、法に準拠して作成され、計数は正確であり、企業の経営成績及び財政状態を適正に表示していることを認めた。
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